別記第1号様式
自家用電気工作物保安管理業務

一般競争入札参加資格審査申請書
                          　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年(2023年)　月　日
　北海道知事　鈴木　直道   様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　      

                  　                代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
※申請代理人　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代理人名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　（※コンソーシアムによる申請で必要な場合記入する）
　令和５年　月　日付けで公告のありました次の契約に係る競争入札参加資格について審査されたく、関係書類を添えて申請します。
　なお、入札参加資格の要件すべてを満たしていること、並びに本申請書及び
添付書類の記載事項は、すべて事実と相違ないことを誓約します。
記
１　契約の業務名

□  北海道南空知地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道滝川・深川地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道空知合同庁舎自家用電気工作物保安管理業務

  □  北海道石狩地区自家用電気工作物保安管理その１業務

  □  北海道石狩地区自家用電気工作物保安管理その２業務

　□　北海道後志地区自家用電気工作物保安管理その１業務

　□  北海道後志地区自家用電気工作物保安管理その２業務

  □  北海道胆振地区自家用電気工作物保安管理業務

  □  北海道日高地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道渡島地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道檜山地区自家用電気工作物保安管理業務

  □　北海道旭川・富良野地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道北上川地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道留萌地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道宗谷・北留萌地区自家用電気工作物保安管理業務　　

　□　北海道網走・北見地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道北オホーツク地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道十勝地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道釧路地区自家用電気工作物保安管理業務

　□　北海道根室地区自家用電気工作物保安管理業務
本件責任者等連絡先
　本件責任者　（氏　　　　名）　（連絡先電話番号）
　担当者　　　（氏　　　　名）　（連絡先電話番号）
２　事業概要
	事　　　業　　　概　　　要

	１
	設立年月日
	年　　月　　日（営業年数　　　年）

	２
	資本金
	千円

	３
	従業員数
	従業員　　　　人　うち電気主任技術者　　　　　　人
（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）

（うち　　　事業所　　　人　うち電気主任技術者　　　　人）



	４
	本社所在地
	

	５
	営業所等所在地
	


３　添付書類
（１）緊急時対応の体制【別紙】

　　※　入札参加を希望する契約業務分のみ提出すること
（２）電気主任技術者名簿（別記第２号様式）
　　　　　※　免許・資格等の写し、受託事業場一覧または保安業務担当者ごとの担当事業場一覧を届け

出た書類の写し（令和４年度分）及び雇用状況を証明できる書類を併せて提出すること。              　          
（３）類似契約履行実績調書　（別記第３号様式）                          
（４）類似契約履行実績調書に記載のある契約に係る契約書の写し                    

      または契約履行実績証明書（別記第４号様式）
（５）機械器具の保有状況届出書の写し

（６）法　人：登記事項証明書（法務局発行のもの）
個人等：身分証明書（市区町村長発行のもの）
※　添付書類（６）については、申請書提出時から３ヶ月以内に発行されたものとし、その写しの提出でも構わない。
（７）納税証明書
ア　道税（道が賦課徴収するものに限る。）

　　道税事務所又は振興局が発行する「道税について滞納がないこと」を証明するもの

※　北海道に納付した道税の納税証明書の交付請求には、納税者の代表印が必要です。

　　イ　本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。）

　　　※　本店が道外であっても、道内に支店等があり北海道に納税義務がある場合は、アの「道税について滞納がないことの証明書」を提出してください。この場合、本店に係る「本店が所在する都府県の事業税に滞納がないことの証明書」は、提出不要です。

　　ウ　消費税及び地方消費税

　　　　税務署が発行する「書式その３」又は「書式その３の３」

　　　※　未納税額のない証明用
　　　※　添付書類（７）については、申請書提出時から３ヶ月以内に発行されたものとし、その写しの提出でも構わない。

（８）誓約書（別記第19号様式）
（９）健康保険・厚生年金保険・雇用保険の届出義務を履行している事実を証する書類
ア　健康保険・厚生年金保険
次に例示した書類など、届出の状況が確認できる書類のいずれか一つ（写し）
・　保険料納入告知額・領収済額通知書、社会保険料納入証明書、保険料納入確認書
　　　・　適用通知書、資格取得確認書、標準報酬月額決定通知書
イ　雇用保険
次に例示した書類など、届出の状況が確認できる書類のいずれか一つ（写し）
・　保険関係成立届、概算・確定保険料申告書、納付書・領収証書
　　　なお、社会保険又は雇用保険の届出をしていない場合は、社会保険等適用除外申出書（別記第20号様式）を提出してください。
　
注

１　コンソーシアムの場合は、構成員ごとに作成し、構成員全員について提出すること。　　

　　（ただし添付書類（１）は、代表者がまとめて作成し提出すること。）

　　また、コンソーシアム協定書（写）を添付すること。

２　入札参加を希望する契約の業務等名の□にチェックを入れること。
３　この申請書には、返信用封筒として、表に申請書の住所・氏名（コンソーシアムによる参加の場合は代表者のみ）を記載した定型封筒に、簡易書留料金(404円)の切手を貼った封筒を併せて提出すること。
